
 

 

唐津市監査委員告示第１１号 

財政援助団体等における監査の結果に関する報告に基づいて講じた措 

置の公表について 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により監査の結果に関する報告に基づいて

講じた措置状況の通知を受けたので、同項の規定により別紙のとおり公表する。 

  平成３０年１０月１５日 

 

                  唐津市監査委員 岡 本 秀 樹 

                  唐津市監査委員 進 藤 健 介 
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株式会社桃山天下市 

 

１ 会計処理について 

会計処理手続において、不透明な処理方法が散見されるため、今後は経理手法

の見直し、チェック機能の強化を図られたい。 

(1) 金庫保管している小口現金（つり銭）について、始業前又は終業後において

当該金額の残高確認ができる書類等の整備及びそれらのチェック体制が確立さ

れておらず、不適切な事務処理が見受けられた。 

また、経理面においては、平成 28 年度末につり銭として用意した現金のう

ち 5 万円が平成 29 年度中途まで準備金勘定に計上されたままであったが、実

際には小口現金として現金で管理しており、現状と会計処理が違っている期間

があった。 

 

（講じた措置）どう解決したか 

小口現金（つり銭）について毎日残高確認のうえ残高確認書を作成し、同表

については施設管理者である支配人による確認を経るなど、適切かつ適正な経

理事務処理を行うこととする。 

 

(2) 商品の受託販売又は仕入販売における売上高の経理については、主にレジス

ターを通したデータにて管理しており、日々の売上高を唐津市桃山天下市の施

設管理者（以下「支配人」という。）が書面上において決裁し、確認する体制

が整えられていなかった。 

商品の仕入又は売上については、日々の経理の積上げにより正確な売上高が

把握できることとなることは言うまでもないが、いわゆる日報について支配人

その他複数職員により書面上における係数を確認していないため、平成 28 年

度中の経理において、例えば日報と月報との間において売上金の計上漏れ等に

より約 20 万円超の誤差が生じるなど、売上額の把握が正確かつ確実であるか

について疑義が残るところがあった。 

 

（講じた措置） 

売上日計表及び日報に計上された売上高とのチェックを複数職員で行うとと

もに、同表については施設管理者である支配人による確認を受けるなど、売上
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額の把握を正確かつ確実に行うこととする。 

 

(3) 物販の納入業者に対する商品代の支出事務において、振込手続等の支出事務

が事務職員のみで行われており、支配人による当該業者に対する振込金額の確

認がされていなかった。そのため、振込金額の錯誤が生じていることがあった。 

 

（講じた措置） 

   今後は、納品書、請求書等については、支配人による当該業者に対する振込

金額の確認を行い、毎月の監査の際に監査役にも確認してもらうなど、適正な

支出事務処理を行うこととする。 

 

(4) 給与、消耗品その他唐津市桃山天下市における管理費又は商品の仕入等にお

ける事務処理については伝票による処理がされておらず、支配人その他の者が

支出に関し、管理監督することができない状態であった。そのため、支出時点

において当該支出が目的に沿ったものであるか否かの確認ができていない状況

であった。また、これらの振込を行う際の預金口座からの払出の許可について

も支配人等が関与しておらず、複数人で行うべき支出の事務処理がされていな

かった。 

 

（講じた措置） 

  今後は、全ての伝票について支配人による確認を確実に行うとともに、毎月

の監査の際に適正な支出事務処理となっているか等について監査役にも確認を

受けることとする。 

 

(5) 容器包装費等の棚卸資産については、使用した都度経費化するといった会計

処理がされていたが、平成 29 年 3 月の棚卸では前月と 22,613 円錯誤していた。

これについては、前月の棚卸額の誤りとして修正処理されてはいたものの、毎

月の棚卸額の確認作業における処理が正確性に欠けるものであると思考する。 

容器包装費等の営業用消耗品及び原材料等については、貯蔵品勘定により適

正に管理することが求められるが、年度末には年間使用量の 2 倍以上の在庫が

あるため、在庫管理について見直しを検討されたい。 
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（講じた措置） 

  棚卸資産については毎月の残高を複数職員でチェックし、正確な確認作業を

行うこととし、容器包装費については単価的には現在の発注方法が有利である

ため、包装資材の種類を少なくするなどにより適正な在庫管理に努めていくこ

ととする。 

 

 

２ 賞与の支出について 

  毎月の経費を平準化する目的により、毎月 170,000 円を賞与引当金勘定に計上

する経理がされているが、一旦計上したものの毎年 3 月の決算期において不用と

なった賞与引当金 170,000 円を戻入するといった会計処理がされていた。 

通常、将来の特定の費用であってその発生が当該事業年度以前の事象に起因し、

発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものを引当

金として貸借対照表に計上するものである。そのため賞与引当金については、決

算時に翌期に支払われる賞与の 12 月から 3 月相当分を負債性引当金として計上

し、現金等の資産を事業者内部に留保するものであることから、年度内の費用確

保のために賞与引当金を計上する会計処理については適切な方法とは言えないの

ではないかと思考する。 

 

（講じた措置） 

今後は、賞与引当金について貸借対照表に計上し、適切な会計処理を行うこと

とする。 

 

 

３ 再委託する委託業務の発注手続について 

  指定管理事業の遂行のため、夜間警備、定期清掃その他維持管理業について、

再委託することができるが、再委託されていたすべての委託業務において、相手

方 1 者のみの見積により契約が締結されていた。 

再委託する業務内容及び委託金額によっては、2 者以上のものによる見積を行

うことで競争性が生まれ、経費節減につながることは言うまでもない。適正な経

営のために、管理経費の削減にも積極的に取組まれたい。 
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（講じた措置） 

今後は、再委託業務の一部については、見積金額の比較又は入札を行い経費の

節減を図ることとする。なお、現在、継続的に契約している業務についても更新

等の時期が到来した場合には入札等を実施し、管理経費削減に努めていくことと

する。 

 

 

４ 施設及び設備の維持管理について 

  唐津市桃山天下市施設の管理及び運営に関する業務についての協定書において、

唐津市桃山天下市指定管理者業務仕様書に当該施設及び設備の維持管理に関する

ことが定められており、設備等の保守点検業務として害虫駆除を年２回実施する

こととなっているが、実施されていなかった。 

協定事項については、確実に履行されたい。 

 

（講じた措置） 

今後は、害虫駆除については施設全体については年２回以上、飲食物提供施設

については毎月実施することとし、当該施設の指定管理業務における協定事項を

遵守し、確実に履行することとする。 

 

 

５ 指定管理施設の収支報告書の作成について 

  唐津市桃山天下市の指定管理業務を検査する際に用いた株式会社桃山天下市の

収支報告書は、第三セクターとしての経営状況の報告書であったため、当該施設

単体としての収支状況の把握が困難であった。指定管理者施設の経営状況につい

ては、株式会社としての決算書とは別に指定管理者施設の区分ごとに分けた収支

報告書を備え付け、運営状況の説明を求められた場合に的確に説明できるよう取

り扱われたい。 

また、取締役会において、唐津市玄海海中展望塔の収益のうち唐津市へ納入す

る指定管理委託料の減額依頼を要望すると記録されているが、平成 28 年度まで

は株式会社桃山天下市の決算において、唐津市玄海海中展望塔の収益によって株

式会社桃山天下市会計の赤字が補われている現状もあり、指定管理の受託者たる

立場と第三セクターとしての会社経営の立場における議論について分けて整理す
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る必要があると言える。 

また、本市においては、繰り返しになるが施設の設置者というだけにとどまら

ず、筆頭株主として経営の根幹に関わる部分について関心を深めるべきである。 

 

（講じた措置） 

今後は、指定管理施設ごとの収支報告書を作成して収支状況を把握することと

する。 

また、会社経営については定期的に唐津市との協議を行い、指導を受けながら

適正な会社経営に努めていくこととする。 

 

 

６ テナント使用料について 

  唐津市桃山天下市の指定管理委託においては、利用料金制度が採用されている

ため、施設のテナント使用料については条例規定の使用料額と光熱水費を加算し

た額が徴収されており、この額が株式会社桃山天下市の収入の一部となる。この

うち電気料金については、株式会社桃山天下市が契約者となっているため、施設

全体の電気代を一旦支払ったのち、テナント利用者へ占有面積按分した電気代が

請求し、精算する方法がとられている。一方、電気供給の契約者に支払われる原

子力立地給付金については、電気料金を支出しているものにも受け取る権利があ

るとのことから、平成 18 年度以降は同社からテナント利用者へ按分し配分され

ていたが、以前の当該給付金については配分されていなかった。 

しかし、平成 28 年度において、平成 10 年度から 17 年度までの原子力立地給

付金 1,533,793 円がテナント利用者に支出され、損失の会計処理がされていたが、

支出額の一部は平成 27 年度末の時点における一部のテナント使用料の滞納額と

相殺されていた。 

原子力立地給付金については、テナントごとに子メーターを設置し、それぞれ

が契約していればテナント利用者に受給する権利があるものであるため、株式会

社桃山天下市としては、当該給付金の相当額について配分するとしたことについ

ては問題ないと思考するが、不当利得返還請求権の時効である 10 年を経過した

額について、唐津市との協議がなされないままテナント利用者に支出し、又は滞

納となっているテナント使用料と相殺するという処理においては、疑問を抱くも

のである。 
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また、過年度の原子力立地給付金を配分した平成 28 年度の決算をみると赤字

となっており、平成 10 年まで遡及し 1,533,793 円の当該給付金の還付を行った

ことが赤字となった要因の一つであるとも言えるため、多額の施設使用料の放棄

に関しては、経営そのものに直接影響を与えるものであるという点を十分認識さ

れたい。 

 

（講じた措置） 

会社経営に影響を与えると考えられる 1 件 100 万円以上の多額の支出（ただし、

仕入れに係るものを除く。）又は 1 件 50 万円以上の財産の取得及び処分などに

ついては、唐津市との協議を経てこれを行うこととする。 

また、今後は、会社経営において直接影響を与える案件と思慮される場合につ

いては、唐津市に協議し、適正な会社経営に努めていくこととする。 

 


